


















































　２. １  振興の始動：他県との連動
　秋田県が自動車産業振興に本格的に




















































































NO セミナー名 講師 実施日 受講者数 企業数
１ 原価管理セミナー （株）MEマネジメントサービス
橋本賢一氏







８月６日  35人 23社
３ 工程改善セミナー 秋田県工程改善アドバイザー
安齋義則氏










11月14日  49人 30社
６ 経営者セミナー 東北大学大学院工学研究科
教授堀切川一男氏










12月17日  65人 30社
８ 加工技術セミナー 秋田県産業技術センター
次長鎌田悟氏






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































69）　例えば，Porter,M.E.,TheCompetitive Advantage of Nations,FreePress,1990（マイケル・ポータ『国
の競争優位（上）（下）』ダイヤモンド社，土岐坤ほか訳，1992年）は，クラスターの機能として，輸送費や
取引費用の削減よりも，むしろ企業間での競争圧力の増加によってイノベーションが促進される点を重視し
ている。
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備と稼働状況を広く確認したうえ，企業同士の理想的なペアリングを提案できないものかと安易
に考えてしまうかもしれない。あるいは，そうした組み合わせに対して，県や市で一定の補助金
を設け，地域の企業間で自主的かつ補完的な連携を加速させ，不足する技術を地域内で補ってい
くことは出来ないものかと考えてしまう。
　しかし現実というのは，それほど単純ではない。焼入れ，コーティングと一口に言っても，実
に多くの仕様が求められる。例えばB社は，高周波やガス雰囲気炉などの焼入れ，CVDという
コーティングを保有しながらも，取引先が求める多様な仕様に対応するため多くの外注業者を使
い分けていた。焼入れやコーティングが出来るといっても，仕様，形，サイズが少しずれるだけ
で，既存技術では対応できなくなるのが現実である。さらに近場の企業に仕事を出すことで輸送
費と在庫費を削減できたとしても，それら業者のコスト競争力がないため加工代金が高くなり輸
送費と在庫費の削減分を相殺してしまっては本末転倒である。もちろん相殺されてもなお各社に
メリットが残るように，そうした域内での企業間連携に対して行政が補助金を設けるという方法
も考えられなくはないが，補助金が各社のコスト削減に向けたやる気を削いでしまう可能性もあ
り，長期的な観点に立てば必ずしも望ましい状態とはいえないかもしれない。
　また，自動車部品を手掛ける企業やカーメーカー OBなどとの会話の中でよく聞かれるのが，
輸送費や在庫費の追加費用が発生したとしても，（新たな取引相手や関係を探索するより）現状の取
引関係（サプライチェーン）を維持した方が良いとの意見である。すなわち現状でも仕事が取れて
いるので，それを敢えて変更する必要はなく，仮に変更するとなると取引先のTier １やカーメー
カーなどから改めて生産ラインの認証を受けなくてはならない。さらに取引先のカーメーカーや
Tier １が表面処理業者を指定してくることもあり70），その場合は遠方であっても仕掛品をそこま
で運ばざるを得ない。そのようなことから，あえて発注先の見直しをかける必要はないし，そも
そも見直すことが出来ないということになる71）。以上のように，様々な事情が絡み合った複雑な
現実に目を向けると，近くの企業同士で出来るだけ連携し技術や設備を補完すれば良いとは安易
に言えなくなるのである。
　
解決の方向性　では，こうした二律背反する問題と複雑な現実に対して，打つ手はないのか。
結論を先取りして言えば，短期で効果が出る解決策はない。しかしそうであったとしても，やは
り何らかの解決策を見出す必要があろう。
70）　宮城県内のホンダ系Tier １メーカーへの訪問調査時（2013年７月25日）の関係者との会話，およびカーメー
カー OBや電機メーカー OBとの会話に依拠。
71）　クレイトン・クリステンセンは，バリューネットワーク（サプライチェーンとほぼ同じもの）に一旦組み
込まれ，取引先のニーズに合わせて改善を繰り返していく中で自社の組織，行動，企業文化などが固定化さ
れると，その関係から抜け出すことが難しくなると言う。さらに，取引先からの小さな改善要求には応じるが，
業界構造を一変させるような大きな変化には目を向けなくなると指摘する。その状況下で，新たな技術と新
たなニーズが結び付いて破壊的なイノベーションが起こると，既存の優良企業およびそのバリューネット
ワークに組み込まれた企業は市場から一気に淘汰されてしまうことになる。クレイトン・クリステンセン『増
補改訂版イノベーションのジレンマ』翔泳社，2001年を参照（原著は，Christensen,C.M.,The Innovator’s 
Dilemma,HarvardBusinessSchoolPress,2000である。ただしここでは原著は参照していない）。
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　困難な面だけを強調してきたが，やはり近隣の企業間での補完的技術をめぐる連携については，
今後も粘り強く，実現可能性を模索していくべきであろう。現実は複雑であり，横手市自動車産
業研究会の活動休止に見られたように地域の企業同士が連携するのは簡単なことではないかもし
れないが，例えば隣の岩手県では，３社の企業連合「プラ21」や同じく３社の企業連合「なでし
こiwate」のように地元企業数社が連携してトヨタ自動車東日本（旧・関東自動車工業）からの部
品受注に成功していた72）。さらに岩手の北上市ではプラ21に続く新たな企業間連携による新たな
部品受注への取り組みがあり73），また，なでしこiwateは「モノづくりなでしこEJ」という企業
連合体で新工法・新技術の展示商談会に出展するという新たな取り組みも行っていた74）。さらに
言えば，前掲図４のように秋田県内や横手市内で既に取引関係を有する企業は多数あり，過去に
そうした関係が持てたのであれば，もう一度，地域全体で各社の技術・工法・設備稼働状況など
を総ざらいし，将来に向けて企業間で新たな関係を構築していくことは不可能でないはずだ。
　もちろん，既に手掛けている部品について，既存のサプライチェーンを見直し，そこで新たな
関係を作り出すということは，製造ライン認証という問題もあるし，既にビジネスとして成立し
ているわけであるから敢えて手を加える必要はないだろう。現行の仕事に関しては，調査対象の
企業関係者も言うように，元からある関係を維持した方が良いだろう。しかし，トヨタ自動車東
日本が手掛ける次のモデル（３～５年後），さらにその次のモデルの部品（６～ 10年後），あるいは
トヨタ自動車東日本がモーターショーに出展するコンセプトカーのアッパーボデー関連の部品と
いった将来の仕事については，個々の企業が現有技術を磨くということに加え，それら磨かれた
技術を秋田県内や横手市内の企業同士で相互利用して不足する技術を補い，同時に中間工程の物
流もコンパクトにしてコストとリードタイムを削減していくという取り組みが期待されよう。す
なわち図９に見られるように，横手市内やその近隣でそれぞれ異なる表面処理の技術や設備を有
する企業が連携して地域内で対応できる表面処理加工の幅を広げ，まずは中間工程の加工を出来
るだけ域内に取り込み，そこで生じていた無駄な物流費・在庫費・時間を削減し従来よりもこれ
だけ安くなるという提案を行っていけないものだろうか（そのうえで，最終の部品や製品を他県の取
引先に共同輸送することを，次なる目標とする）。
　だだし，ここで筆者が示した方向性は，現実は複雑で域内の企業同士が手を組むのは容易でな
い，また秋田県や東北の加工費が高い（ゆえに輸送費や在庫費の削減分が相殺される）という問題を
根本から取り除いているわけではないので，実現に向けて克服すべき幾つかの壁が立ちはだかる
し，やはり堂々巡りの議論になってしまうかもしれない。
　また，その連携を実現させるために重要となるのは，トヨタ自動車東日本やそれに連なるTier
１，Tier ２のニーズの拾い上げと，そのニーズを踏まえた取り組むべき部品や領域の的確な絞
込みであろう。そして，それはまさに行政や各県の産業振興組織に所属する民間出身のマネー
72）　詳細は拙稿「第４章産学官連携による」を参照。
73）　鈴木高繁「私の思い，明日へ」『東北学院大学経営学論集』第５号，2016年６月，108頁を参照。
74）　『青森・岩手・秋田新技術・新工法展示商談会inデンソー出展内容一覧』（2013年７月25・26日開催）を参照。
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ジャーやコーディネーターの腕の見せ所となろう75）。横手市の企業横断的な研究会の活動休止の
原因の１つは，ビジネスの成果に繋がるという見通しを参加者が持ってなかったことにあるので
はないかと考えられる。もちろんすぐに仕事が欲しいというのは過大な期待であり，そのように
考える地域企業の姿勢にこそ問題が認められる。しかし，成果に対する見通しは参加企業の動機
づけとして不可欠であり76），取引成立までに少し時間が掛かったとしても高い確率で仕事に結び
付くような部品や領域の選定が重要であろう。そのうえで，その部品や領域に向けて，先に述べ
たような企業の組合せを考えていく必要があろう。
　加えて進出企業の場合は，親会社の方針や系列取引という制約があるので，進出地域内におい
て他企業との連携を自由に進められないという事情もある。その場合も，県が主導する産学官連
携のプロジェクトであることが，地域子会社や分工場が進出地域内での連携に参加しやすくなる
要件の１つになると思われ（つまり，公共性が出ることで親会社や系列取引先への理由づけがしやすく
なる），この点でも官のリーダーシップそして大学の参加が重要になろう。隣県の岩手の取り組
75）　各県および各コーディネーターによって考え方は異なる。例えば具体的な指示や方向性を出すのではなく
地域の企業に自分たちで考えさせることが大事だという人もいれば，カーメーカー，Tier １のニーズや技術
動向の徹底調査により，どの時期に，どの市場の，どの車の，どの部品を狙っていくかを絞り込むことが重
要だという人もいる。その中で，広島県において多くの実績を残してきた産業コーディネーターの岩城富士
広氏は，カーメーカーのニーズの徹底的な調査と取り組むべき領域の具体的な絞り込みの重要性を強調する。
例えば，本論集に所収の「パネルディスカッション―東北における次世代自動車と産学官連携をめぐって」
『東北学院大学　経営学論集』第６号（以下，「パネルディスカッション」と略記）の岩城氏の発言を参照。
76）　経営学の動機づけ理論では，リーダーは部下や仲間の欲求を分析したうえで適切な目標を示すことが重要
であるとする。筆者は，地域企業の参加意欲を持続させるために具体的な目標の明示（地域で狙う領域や部
品の絞り込み）は欠かせないと考える。もちろんそこには狙いが外れるというリスクがある。そうならない
ためにも綿密な事前調査が不可欠になる。
出所）筆者作成。
図９　企業間連携による中間工程の域内への取り込みの可能性
秋
田
県
内
横
手
市
内
東
北
の
他
県
遠
方
の
他
県
素
材
一
次
加
工
組
立
表
面
処
理
取
引
先
表
面
処
理
取
引
先
STEP1
まずはここの輸
送費・在庫費・
時間の削減
STEP2
次に共同配
送による
ここの輸送
費・時間の
削減
バリューチェーン
取
り
込
み
企業間
連携の
可能性
の模索
32―　　―
東北学院大学経営学論集　第６号
みを見ても，１つの成功事例こそが産業振興の方向性を正当化し更なる進展への弾みとなるため，
やはり県や産業振興組織のマネージャーやコーディネーターは，参入可能性の高い部品や領域を
うまく絞り込み，そこに向けて域内企業同士の連携および域内企業と大学の研究室との連携の有
り様を具体的に描き出し，さらに関係主体に対して積極的な参加を働きかけていく必要があろう。
　それら内発的な取り組みに対し，外発的な誘致というもう１つのアプローチがある。すなわ
ち，あきた企業活性化センターのプロジェクトマネージャー上林氏が述べるように，多様な仕様
や要求に対応できる表面処理の専門業者に秋田県あるいは近隣地域に進出してもらうという方法
である。ただし同氏は，これが実現する条件として東北での自動車生産量の更なる拡大が不可欠
だと言う77）。つまり，トヨタ自動車東日本の現行の年間生産台数約60万台（トヨタ国内生産全体の
約14％）という水準では，例えば中京地区や関東地区から東北に新たに拠点を出す経済合理性（例
えば投資回収の見通し）が十分に確保されないのである。
　日本の少子高齢化という現状（加えて若者の車離れ）や東南アジアなど成長市場への生産機能の
移転といった現状の流れを見ると，今後，東北での生産数量が大きく伸長するとは考えにくい。
しかしながら，大物部品を取り扱うトヨタ系のTier １，それに連なるTier ２が東北に進出して
くるようになり，そこから表面処理の関する様々なニーズが出てくるようになれば，全体として
ある程度の仕事量が確保されることになる。もちろん，中京地区などのコスト競争力のある表面
処理専門業者の進出は東北の既存業者にとって大きな脅威になる可能性がある。しかし，東北の
既存業者もそれら専門業者から仕事を得ることが出来れば，むしろチャンスになるかもしれない。
このようなことから，先に述べたような内発的な企業連携の取り組みに並行し，地域にとって特
に必要となる技術や工程に的を絞り込んだ企業誘致にも力を入れていくべきであろう。
　そのうえで，より長期的な視点に立てば，静岡県裾野市にあるトヨタ自動車東日本で車両のアッ
パーボデーの開発を担う東富士総合センターの東北への完全移転が鍵となる。もちろん，拠点の
立地の在り方については，日本国内の自動車産業全体を見据えた総合的見地から判断すべきであ
り，東北の自動車産業振興という狭い視野で考えるべきではないとの批判があるかもしれない。ま
た，中京地区に開発部隊をおくトヨタ自動車との協業をどのように確保するのかという実務上の
問題も残される。しかし，ここであえて東北の自動車産業の更なる発展というやや狭隘な視点に
立って考えると，やはり車両アッパーボデーの開発が東北で行われることの意義は大きいだろう。
　すなわち，秋田県が力を入れる現有技術の高度化という方向性も，それら技術の活用を前提と
した車両の開発設計が行われなければ，おおよそ報われない取り組みに終わってしまう。しか
し，トヨタ自動車東日本の開発機能が東北に完全移転されれば，いま以上に東北の技術，例えば
横手市自動車産業研究会の資料の中に開示されていたような秋田県内の企業が保有する技術群に
目が向き，それら東北にある技術を活用する形でアッパーボデーの開発と設計が進められていく
という希望が持てるからだ。例えば，秋田県の企業において問題となっていた表面処理について
も，東北の企業が現在保有する表面処理の設備を前提とした部品の開発設計や仕様決定がなされ
77）　横手市での訪問調査時（2014年７月９～ 10日）の同氏との会話に依拠。
33―　　―
秋田県の自動車産業振興の変遷と県内企業の実力
れば，わざわざ関東地方など遠方に表面処理のためだけに部品を送る必要はなくなり，輸送費や
在庫費も含めたトータルコストの削減に繋がる可能性が高いからである。繰り返しになるが，高
い加工費がそれら削減分を相殺してしまっては意味がないので，東北の企業は，加工費の削減に
向けて今以上に努力しなければならないことは言うまでもない。
　最後にもう１つ述べておきたいのは，現有技術を磨いて次世代モビリティの部品を狙うという
方向性である。現行の自動車をめぐる競争では，東北は，中京など自動車産業先進地区に大きな
後れをとっている。もちろん次世代モビリティについても，既存技術が流用され，また人を乗せ
て一定の速度で移動する以上は，現行の自動車あるいは（車体がより軽量・小型で，新たな燃料が用
いられることから）それ以上の安全性能が求められるという点で，依然として先行地域が有利で
あることは間違いない78）。
　しかし現状において，次世代モビリティは，技術的にも機能的にも（さらに政策的にも）未完成
な部分が多い。言い換えれば，提案できる部分がより多く残されているのである。例えば，B社
が検討していた半導体製造装置の部品に使われる高度な研磨技術を応用した燃料電池車向けの部
品提案などの試みが，それにあたる。燃料電池車となると技術的なハードルは一気に上がってし
まうが，それ以外にも既に市販されているトヨタ車体「コムス」や日産自動車「PIVO ３」に代
表される超小型EVやEVシティーコミューター，あるいはトヨタ自動車の電動三輪車「i-ROAD」
といった新しいモビリティも射程に入れて79），産学官共同で「既存技術の高度化による次世代モ
ビリティへの部品提案」というプロジェクトを立ち上げるという方法もあるだろう。一見すると
遠回りの道のように見えるかもしれないが，現行の自動車における中京地区や他の先行地域との
技術や能力の差に鑑みれば，実はこれこそが最短の道なのかもしれない80）。　
　以上，あくまでも外部の視点から幾つかの方向性を示してきたが，いずれの策も繰り返し述べ
てきた複雑な現実に十分に対処できるものではないし，（横手市の連携が頓挫した理由の１つになっ
ていた）すぐに受注に結び付くような内容でもない。確かに企業経営の現場目線に立てば，すぐ
に仕事にならない取り組みに貴重な人材や時間を割くことは難しい（ムダである）という事情は
78）　まだ数少ない企業の事例しか調査できていないが，現行部品に関して中京地区や広島地区など自動車先進
地域の企業と東北の企業との開発力・生産力・提案力などの格差は大きく，その差を埋めることはかなり難
しいと考える。とすれば本論集の中のシンポジウム報告として所収されている折橋伸哉「本テーマを構想し
た背景について」『東北学院大学経営学論集』第６号が指摘するように，自動車や移動体の設計思想および
自動車産業のパラダイムが根本から変わることこそが，東北にとって大きなチャンスになるかもしれない。
79）　こうした小型モビリティやシティーコミューターの動向やそれに関わる問題については，桃田健史『未来
型乗り物「超小型モビリティ」で街が変わる―宅配，観光，通勤･･･活躍は始まっている』交通新聞社，
2014年で詳しく分析されている。また，（株）SIM-Drive，東北大学工学部，広島県，九州大学の識者が集っ
て討議した東北学院大学経営学部経営研究所主催「東北地方と自動車産業―次世代自動車と産学官連携」
（2014年10月25日）というシンポジウムでも，超小型モビリティによる新産業創出は東北のとるべき１つの
道であることが確認された。その議論の内容は，本論集の中に「パネルディスカッション」として所収され
ている。
80）　現存の技術へのキャッチアップではなく，先回りによる待ち伏せ戦略ということになる。詳細は，岩城富
士広「第９章中国地方における自動車産業の課題と取り組み」前掲書『東北地方と自動車産業』所収を参照
されたい。
34―　　―
東北学院大学経営学論集　第６号
よく理解できる。しかしながら企業の長期存続を考えれば，短期間での受注に加え，将来的な経
営環境の変化に対応するための中長期の計画も不可欠であり，将来を見据えて自社の能力と技術
を高度化していかなければならない81）。そのような視点に立てば，地域の企業も，行政や大学の
取り組みに過度に即効性を求めず，次世代を睨んだ中長期のプロジェクトとして粘り強く取り組
む姿勢が必要となろう（さらに言えば，短期の取り組みについては，前掲の表３の中の横手市の関係者
の発言にもあるように各企業が独自に行えば良いことである）。また行政側は，企業に過度の期待を抱
かせないよう，自らの取り組みが時間軸のどのあたりを狙い，どのような移動体の，どのような
部品に的を絞っているのかを明確に示した方が良いだろう（明確な目標の提示は，企業の動機づけ，
そして官のリーダーシップの発揮へと繋がる）。最後に一言だけ述べるとすれば，長期的かつ広い視
点で物事を俯瞰することこそが，目の前にある現実の複雑性に対処する最も有効な策になるかも
しれない。
81）　例えばAnsoffandMcDonnelは，将来の環境変化とそれによる戦略変更に備えて能力や技術を計画的に開
発していくことを「戦略的態勢マネジメント」（strategicposturemanagement）と呼び，環境変化の頻度が
高まる中でその重要性が増してきていると言う。詳細は，Ansoff,I.andMcDonnel,E.,Implanting Strategic 
Management(2nd ed.),1990,Prentice-Hallを参照されたい。
